
要求公表・予算案公表

1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　繰入金　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

事　業　名 地域包括ケア実践事業地域包括ケア実践事業地域包括ケア実践事業地域包括ケア実践事業

健康福祉部

総合５か

年計画

実施期間 H24

H25

事業番号 04 08 10 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

課・室 健康長寿課介護支援室

担

当

課

部局

プロジェクト  ４　健康づくり・医療充実プロジェクト E-mail kaigo-shien@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

（補正後）

項目

国庫補助を有効活用しながら実施することが効果的である

介護保険法第５条第３項

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

実施方法 H25実施内容

成果目標：地域包括ケア体制整備に取り組む日常生活圏域数　　０(H23) → 全(156)日常生活圏域(H29)

◆高齢者福祉の推進

目指す姿

現状 市町村における地域包括ケア体制の整備に当たっては、市町村によって存在する医療・介護等の資源量や連携状況が異なるほか、取

組の熟度にも大きな差があるため、多角的に市町村を支援することが必要である。

医療、介護、生活支援等が切れ目なく提供される「地域包括ケア体制」の構築を推進し、誰もが自分らしく安心して住み慣れた地域で暮

らせる社会の実現を目指す。

～

0 11,356

（補正前） （２月補正）

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　 【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有

・広域支援員及び専門職の派遣（40回→30回）

　（国補10/10）

3,321

１．地域包括ケア実践モデル

　事業

補助金

・市町村と関係団体等とが連携して行う地域包括ケア

体制の構築に向けた事業実施を総合的に支援（８市

町村）

11,356

-1,920 1,401

３．地域包括ケア推進ﾘｰﾀﾞｰ

　研修事業

直接

・地域包括ケア推進の中心的役割を担う者を対象とし

た研修会の開催（２回→１回）（国補10/10）

295 -50 245

２．地域包括ケア推進サポー

　ト事業

直接

４．多職種連携等研究事業 直接

・医療と介護との連携検討会の開催（６回→１回）

・多職種協働・異業種連携促進研修会の開催（１回）

・地域包括ケア先駆的事例研究会の開催（１回）

　（国補10/10）

754 -400 354

５．介護マーク定着促進事業 直接

・介護マークの認知度向上のためのPR

・介護マーク普及協力事業所の募集及び登録

　（登録累計100事業所）

269 0 269

成果目標・

事業内容

○地域包括ケア体制整備取組数　48圏域（H29年度全(156)圏域での取組に向け、H25年度48圏域での取組を目指す）

○地域包括ケア実践モデル事業実施市町村数　８市町村（77市町村の１割の実施を目指す）

○介護マーク普及協力事業所数　100事業所（H24年度と同程度の登録を目指す）

（単位：千円）　

合計 15,995 -2,370 13,625

25補正後25補正後25補正後25補正後 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越 Ｈ２５

15,995

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度

補正予算

合計（A)

H26

目標

項目

現況

（見込）
当初予算 21,803

地域包括ケア

体制整備取組

数（累計）

19圏域 48圏域

目標 成果 達成状況

0 0 13,309 13,625

-8,494 -2,370

51

Aの

財源

1,545 2,000

4,758
100

事業所

モデル事業実

施市町村数

５市町村 ８市町村

0 0 7,006 11,574

介護マーク普

及協力事業所

数（累計）

33

事業所

概　算

人件費

2.00

10,086

0 0 26,602

2.00

要求からの主な変更点

0

要求どおり

30,141

0

 概算事業費（B（A）+C）

16,516 16,516


